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はじめに 

   

 平成 25 年 9 月 1 日付けの文部科学省通知「学校教育法施行令の一部改正について（通

知）」にも見られるとおり、日本においてもインクルーシブ教育の実施に向けた法的整備

が進められようとしている。特別支援教育の教員のみならず、通常学級における特別な教

育的ニーズのある子どもやその保護者に対し、地域の特性に応じた教育的支援ができるよ

うな指導力育成のためのカリキュラム作りが求められている。また新学習指導要領の実施

にともない基礎的な知識・技能の習得を基盤とする思考力・判断 力・表現力の形成が期

待されており、新しい学力観のもとで従来の学習困難児や特別なニーズのある子どもの支

援に何が必要なのか、より多様化する子どもや保護者への対応が大きな課題となっている。  

さらに大学改革実行プランでは「激しく変化する社会における大学の機能の再構築」と

して学生の「主体的な学び」を拡大する教育方法の革新（参加型授業、フィールドワーク

等）」「地域（社会・産業・行政）と大学との組織的な連携強化」「大学の生涯学習機能

の強化」などが提起されている。さらに今後予定されているインクルーシブな教育システ

ムの構築に向けて、特別な教育的ニーズを持つ子どもへの支援方法の検討とその情報が求

められる。 

 本プロジェクトでは、北海道の広域に展開する地域に合わせ、特別な教育的ニーズを有

する子どもの教育・支援にかかわる質の高い情報を提供するために、これまで構築してき

た情報サイトを媒介に教材と支援方法を提供するための発達支援の方法（個別の教育計画

作成の支援）に関する情報コンテンツ作成および教材作成と地域ニーズの検討を進める。

さらにその情報・教材を活用して教育現場のサポートにつなげることができるような、発

達支援・地域支援方法の検討を行い地域への情報普及を図ることを目的とする。 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅰ．本年度の事業概要 

 

 へき地・小規模学校が多数ある北海道では、広大な地域における特性に応じた専門機関の

支援・サポートを利用しつつ、特別な教育的支援を必要とする子どもへの対応をすることが

できる人材を育成する必要がある。 

 これまで進めてきたプロジェクト「『特別な教育的ニーズ』のある子どもたちの通常学級

における教育支援及び教育方法の開発」（H22-23年度）では、時間や場所の制約にとらわ

れない支援システムとして、Webサイト「ほくとくネット」（特別支援に関する情報提供

のシステム）の構築を行なった。システム構築の背景には、情報共有の難しさから学校が地

域の教育・福祉資源と実際の連携を取れないという問題があるため、適切な地域支援体制の

更なる発展をはかることが求められている。特に障害の重度化や発達障害などとともに、イ

ンクルーシブな教育環境に対応した支援ノウハウの蓄積や情報提供が求められている。 

 国連の「障害者権利条約」の批准ととともに、今後特別な教育的ニーズを持つ子どもに対

する包括的な支援に関する情報ニーズは、ますます高まるものと考えられる。これまでの３

年間の取り組みは、これらのニーズを先取りしたものと言え、その成果を活かしながら、イ

ンクルーシブ教育にも対応できる新たな人材を育成するための情報提供のシステム作りが

求められる。 

遠隔地域、海外を含めた情報ニーズの検討と発達支援のためのツール・教材開発国内外の

学会や講演会、ワークショップなどを通じて広く報告が行われ、本学の取り組みの動向が注

目されるとともに継続的な情報・教材の配信が期待されている。特に取り組み内容に関して

は、複数の国際学会や研究会、国外の学会において報告された。また遠隔地を含めた道内の

特別支援教育関係者や通常学校において特別なニーズのある子どもの教育に携わる教員、福

祉等の関係機関への支援ノウハウを含めた情報を提供できることから、地域貢献への大きな

成果が期待できる。 

これまで本学の中期計画に基づき進められてきたプロジェクト（H22-25年度）において

特別支援に関する情報提供のシステムを構築してきたが、これらを利用した小・中・高等学

校と特別支援学校の教員を育成するための効果的な支援情報提供のシステムについて構築

を進めるとともに、その効果に関する資料を収集する。 

 

 

 

 



Ⅱ．事業成果の概要 

 

１．ツールの開発・人材育成・教材の開発 

(1)ツール開発  

 函館校では『発達支援方法及び検討』について検討を行った。これまでの「携帯

型端末(I Pad mini)」を使用した実践では，教材の提示等，狭義の意味で視覚的な

ツールとして用いてきたが，今年度は携帯型端末を活用した支援方法の検討につい

て実践を通して検証した。実際の臨床場面で，子どもの教育的ニーズに合わせた活

用やよりわかりやすい視覚的なツールとして効果的に活用できたことから，次年度

以降も携帯型端末の活用について幅広く検証する予定である。 

 また、臨床授業の充実に向けた取り組みとしてネットワークカメラを用いて，指

導とは別の部屋で複数の学生が始動の様子を観察できるような環境構築を行った。

携帯型端末と連動することで，別の部屋でも指導を観察することが可能になり，さ

らには，指導の状態を細かい部分（手元）まで拡大することができるようになる。

函館校の改組にともない，新年度以降に新しい臨床場所に設置する予定であ

る。次年度からは，新しい環境の下で臨床授業がスタートすることから，指導環

境の整備に引き続き取り組む予定である。また，臨床指導の成果について，北海道

特別支援教育学会道南支部の事例検討会にて，話題提供を行った。 

 附属ふじのめ学級では、平成 24 年度に引き続き、発達障害や知的障害のある

子どもの教育支援に関するカリキュラム・教材開発、本州の大学附属特別支援

校・学級の授業研究や地域支援の方法に関する実践的な研究に取り組んだ。ま

たふじのめ学級研究大会において研究授業を公開し、特別支援学校・学級の関

係者が参加して意見交流を行った。この研究大会は、教育実習の事後指導とし

て２年次の特別支援専攻生が参加し、実践的な知見を深める機会ともなってい

る。さらに国内調査として茨城大学教育学部附属特別支援学校で開催された公

開研究会に参加し、主に知的な障がいのある子どもの支援方法に関する授業見

学や意見交流を行ない、分科会では札幌校のふじのめ学級において行っている

授業研究の内容の一部を紹介した。  

札幌校では平成 22年度から自主的なＦＤ企画の一環として毎年継続的に行ってきた「対

応が難しい学生・院生に関する理解と支援」に関する事業を実施している。対応が難しい

学生・院生に関する対応と支援に関する意見交流会を行った。昨年までの自主的 FD 活動

のアンケート結果から、年間 1 回ではなく年度内に複数回実施してほしいとの意見が多く

あったため、今年度は参加者が各自で昼食を持参して行うランチミーティング方式で複数

回実施することとした。これにより、講義期間の日中に時間を確保することができ、学生

の教育・支援に日常的に関わりのある事務や保健管理センターの職員の参加も可能になっ

た。 

 本活動は、いわゆる講義方式ではなく、対応が難しい学生・院生に関する参加者自身の

経験を話題提供し、同じキャンパス内の教育活動として、講義や実習等の様々な場面を想

定して、ケース検討を行う演習形式をとっている。個人情報保護の観点から、提供する事

例は口頭のみとし、個人名は伏せている。各回の終了時には、記名式のアンケートを実施



し、FD 活動の満足度とその理由、次回の FD 活動への要望等を回答してもらっている。

アンケート結果から、対応が難しい学生・院生に対して講義やゼミ、実習指導など、様々

な場面で現在困っているという事例や、過去の経験を議論したことによって、具体的な事

例の解決方法や対応策についての示唆を得る事ができた。 

 学生・院生の教育において、困難を感じる事例は少数であるにもかかわらず、全体の教

育レベルやゼミ（研究室）運営に大きな影響を与える。そのため、対応が難しい事例への

経験を積み重ね、対応策を議論することは、教員としての学生指導の能力形成にとって有

益であると考えられる。また本企画は、来年度以降も年度内に複数回の活動を実施するこ

とによって、継続的な改善の効果が見込まれる。 

 教材作成の取り組みでは、岩見沢校のデザイン研究室の協力のもと、各種の絵カード

などデジタル教材の充実が図られた。 

 

２．地域支援に関する実践 

インクルーシブ子育て支援「キンダーぷらっつ」(札幌校臨床スペース小

ホール・遊戯室にて実施、平成 25 年度は毎月 1 回、計 10 回、地域の親子、延

べ約 200 名が参加)して、札幌校に設置された特別支援教育臨床スペース（小ホ

ール・遊戯室）を活用した休日の遊びの支援を実施した。 

またドンマイの会（当事者の会）「体操教室」を、札幌キャンパス、小ホール

（体育館）で 8 回実施、スタッフ、学生の参加により実際の地域の教育・支援

ニーズに対する支援を行うとともに支援における実践力の向上や大学機能の活

用に関する基礎的な情報の収集を行うことができた。 

 

３．調査研究と情報収集 

 本プロジェクトをすすめる上で，道東地域の発達支援ニーズの分析が不可欠であり，本

州 1 市と北海道道東 4 町の特別支援学級に在籍している児童生徒の保護者を対象に，乳幼

児期の支援ニーズに関して，回顧的アンケート調査に取り組んだ。回収された 100 人の回

答について，記述統計処理による分析を行い，「支援ニーズ」について地域間で比較検討

を行った。その結果、道東の 4 町は共通して，専門機関受診・相談の地理的，時間的，人

的負担が大きいことが共通していた。さらにこれらの地域では過疎，へき地小規模校の学

校が多く，放課後，長期休暇の子どもの過ごし方，親が子どもの相手をすることへの悩み

も共通していた。また，障害への親の気づきの時期は，健診体制・内容による違いに加え，

親の障害に対する知識やイメージなどが関連していることが伺えた。親の気づき，診断，

支援開始時期には，地域支援のあり方がその要因として指摘された。しかしながら，それ

らには個別的要素も多く含まれ，個別支援事例の質的研究が課題となった。 

 地域の特性に応じた教育的ニーズの調査には様々な方法があり，今回は就学前期

の発達支援に関する調査を本州 1 市と道東 4 町で行うことにより，地域の特性や

状況について検討を行った。その結果，それぞれの地域において，就学前の発達支

援システムのあり方が支援ニーズと関連があることが予測され，次年度以降個別的

な支援事例について，関係機関，関係者との共同で検討を行うことが課題となった。 

 次年度は、本年度事業の課題について，特別支援教育，発達支援機関の関係者と支援事



例について遡及的に検討を行い，支援のモデル化を試みる。具体的には，道東の A 町の就

学前の健診従事者，発達支援機関の職員，就学指導，特別支援教育教諭，釧路校教員によ

る共同研究を予定している。 

 また、専門機関の少ないへき地において、発達に課題のある子どもや子育てに困難を示

す保護者を支援する手立てとして「3 歳児健診」が活用しうる有効なシステムとして注目

される。特に、発達障害のある子どもの早期発見、早期支援が謳われ、健診の観点も充実

してきた。そこで、釧路管内 6 町 1 村の 3 歳児健診の結果とそのフォローの実態について

調査し分析を行った。フォローの対象とした子どもの割合は、町村によって大きな差異が

みられる結果であった。それは、それぞれの町村が医療モデルを基盤にして３歳児健診を

行っているケースと生活モデルを基盤として行っているケースとしての差異、また、その

町村の持っているフォローシステム、人的ネットワーク、幼稚園・保育園との連携、地域

住民や保護者の「障害」に対する理解の差異等の実態に合わせた結果であった。しかし、

いずれも、時間をかけて保護者と向き合いながら子育てを支援していくというへき地の特

性を活かした細やかな取り組みであることが示された。また、受け入れる幼稚園・保育園

の研修機会の創出として巡回相談等が教育的機能を発揮していく必要性が示された。 

 また付属ふじのめ学級では、平成 25 年度茨城大学教育学部附属特別支援学校公開研究

会へ参加し、小・中・高等部の公開授業を参観した。小学部・中学部の分科会に参加した

後、茨城大学附属特別支援学校、京都教育大学附属特別支援学校、金沢大学附属特別支援

学校、附属札幌小中学校とで、各学校における現在の取り組みついての意見交換を行った。

ここ数年、キャリア教育などの視点から研究を進めてきたが、最近では児童生徒のよさを

生かした授業の在り方という視点で新たな研究を進めているという共通点が見られた。本

学級においても、「子どもに喜びのある自立を目指して」という研究テーマのもと研究を

進めており、その実践内容について紹介した。 

附属函館特別支援学校では、次年度の研究や大学と共催で進めている「現職教員のための

実践研修プログラム」（3/3）の実施に向けて、北海道内の特別支援学校の研修会等に参加

し、様々な情報の収集を行った。研究テーマや研究の進め方、それぞれの学校がある地域の

実態等を把握することができ、本校がこれから進めようとしている研究や取り組みについて

も多くの成果を得ることができた。成果の発表として、今回得られた成果を参考に、本校の

各種取り組みを実践し、本校の公開研を始めとし、学術論文や学会発表等で、情報の発信や

成果の発表等を行っていきたい。 

 

４．情報提供 

(1)講習会・フォーラム 

 各地域において特別な教育的ニーズに対するアセスメントや支援方法に関する講習会や

フォーラムを実施した。 

 旭川地域のプロジェクトでは、昨年に引き続き幼児期から就学期の子どもたちへの支援

のあり方をテーマとした「子ども発達支援合同研修会」を旭川市子ども発達支援連絡会議、

北海道教育大学特別支援教育プロジェクトなど 5 団体の共催により開催した。今年度は

340 名が参加し、講演や事例発表、意見交換をして情報を共有した。講演では、障害のあ

る子もない子も地域の学校で共に学ぶ「インクルーシブ教育」のための取り組みを文部科



学省が進めていることについて報告し、その後分科会に分かれ、保育園や学校等現場の報

告を元に議論した。研修後のアンケートには「児童ディなど民間事業の取り組み内容につ

いて初めて知ることができた」「子どもの情報の引き継ぎの大切さを学んだ」などの声が

聞かれた。 

 釧路地域のプロジェクトでは、「専門家に過度に依存しない特別支援教育推進のシステ

ム構築に関する実証的研究」の成果シンポジウムを行った。広く地域の関係者と支援シス

テムについて議論を行い，それぞれの地域における支援システムのあり方について共有し

た。教員をはじめ，保護者，教育委員会職員，関係機関職員と幅広い参加があった。今後

は、地域における「特別な専門家」ではない地域の人的資源の活用や地域の関係者のつな

がりによる支援システムの構築のあり方の検証が課題であり、発達支援システムの実際に

ついて，地域の関係機関の職員と地域の比較検討を行う予定である。 

 日本、アジア地域における障害児者のスポーツ・身体活動に関する支援の今後の在り方

を考えることを目的に、自然環境を利用した障害児者の支援フィールドとして期待される

北海道において、ワークショップ「アダプテッド体育・スポーツ国際ワークショップ in

北海道」を実施した。 

 本ワークショップは、平成 25 年 8 月 23 日から 26 日に北海道の千歳川、札幌、夕張な

どを会場に、スポーツ活動の実践体験とパネルディスカッションなどを組み合わせて実施

された。内外から、計 40 名あまりが参加し、地域の特性を生かしたアダプテッドスポー

ツの実施や支援方法について、カヌーなどの体験を通して検討した。さらにパネルディス

カッションでは、次世代のアスリート育成における課題や、地域におけるスポーツ参加に

対する展望などについて討論が行われた。  

 参加者や運営者の感想や意見からは、プログラム内容に対する評価する声が聞かれた。

また今後、アダプテッド体育・スポーツに関する地域実践を進めるにあたって、検討すべ

きノウハウの蓄積が図られた。一方で、海外からの参加はほとんどなく、また北海道外か

らの参加者も少なかった。ワークショップを実施するにあたっては、広報などの課題とと

もに、参加者のニーズや状況に合わせたプログラムを検討する必要があることがうかがわ

れた。  

 

(2)ほくとくネット 

情報サイト「ほくとくネット」のアクセス数は、平成26年度3月に4万4千件（平成25年度

中のアクセスは、約2万2千件）を超えるなど、特別支援教育に関する教材や情報提供サイ

トとして定着してきている様子が示された。 

また学会を始め、フォーラムや研修会、学生の実践力向上に結びつくプロジェクト主催の

地域支援活動などを実施し、広く情報提供を行った。 

 

  



Ⅲ．実施事業 

１．研修会等 

1)「若手特別支援学級・通級指導教室担当者を対象としたサポートセミナー」 

釧路・根室管内の特別支援学級担当者を対象として研修の機会を設け、特別支援教育にか

かわる最新の情報を提供するとともに、グループワーク等を通して参加者のスキルアップ

とネットワーク形成を図ることを目的として実施。 

日 時 ２０１３年７月３０日（火） １０：３０～１６：００  

会 場 北海道教育大学釧路校 

2)対応が難しい学生・院生に関する対応と支援に関する意見交流会(自主的FD活動) 

 平成25年7月24日（水）・10月23日（水）・11月20日（水） 

 札幌校研究棟西110室（特別支援教育専攻 総合演習室） 

3)アダプテッド体育・スポーツ国際ワークショップ in北海道 

 平成25年8月23日（金）・24日（土）・25日（日）・26日（月）、 

 北海道教育大学サテライトキャンパス、「あ・りーさだ（障害者スポーツ支援NPO法人

）」および地域の自然環境を利用して実施 

4)子ども発達支援合同研修会 

平成 26 年 1 月 15 日(木)、旭川市民文化会館 

 

２．地域支援事業等 

1)インクルーシブ子育て支援「キンダーぷらっつ」 

 平成 25 年度は毎月 1 回、札幌校臨床スペース小ホールにて 10 回実施 

2)ドンマイの会（当事者の会）「体操教室」を、札幌キャンパス、小ホール（体

育館）で 8 回実施 
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